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Ⅰ 本事業の目的・概要 

 

１ 本事業の目的 

本調査では、北海道の食輸出拡大にマクロ的にインパクトをもたらす道内の新たなプレイ

ヤーや、道外から北海道の輸出ビジネスに新たに参入するプレイヤー等を調査し、施策ター

ゲットを拡充するとともに、今後の輸出に有望なビジネスモデルや品目を掘り起こし、新た

な輸出プロジェクトの組成や、道内外のキープレイヤーを巻き込んだネットワークづくり、

今後の輸出促進方策について検討した。 

 

２ 事業の実施概要 

本事業における実施概要は下記の通り。 

 

（１）食輸出にインパクトを与える取組事例の調査 

 

①調査先の選定 

食輸出にインパクトを与える取組事例について、調査候補先を 40事業者（道内 30事業者、

道外 10事業者）リストアップし、その中から調査先を 20事業者（道内 15事業者、道外 5事

業者）選定した。 

 

②ヒアリング調査の実施 

①で選定した 20 事業者（道内 15 事業者、道外 5 事業者）を対象に、ヒアリング調査を実

施した。 

 

③取組事例等の整理 

②のヒアリング調査結果を元に、有望な輸出プレイヤーの取組事例や新しいビジネスモデ

ル等について 11事業者を選定し、事例として整理・とりまとめを行った。 

 

④輸出促進方策等の整理 

③の取組事例等を元に、食輸出の拡大にインパクトを与える取組やプロジェクトを創出す

るための支援施策、道内外のキープレイヤーを巻き込んだネットワークの構築手法など、輸

出促進方策を整理し具体化を行った。 
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（２）食輸出モデル事業選考会の開催 

有望な食輸出のモデル事業や、新たな輸出品目の掘り起こし、モデル事業への実証支援を

行うために「食輸出モデル事業選考会」を開催した。 

選考会の優秀者に対しては、Do★食輸出 Platform のサポーター企業が輸出にかかるアド

バイザリーを行った。 

 

①開催方法等の企画 

新たな生産・製造方法や、流通改革、斬新なビジネスアイデアをもとに輸出拡大を目指す

道内外の生産者、加工事業者、卸売り等を参加者とする「食輸出モデル事業選考会」を下記

の通り企画した。 

〇日時：2024年 11月 14日（木）13:00～16:30 

〇会場：EZOHUB SAPPORO HIGUMA HALL 

〇その他：効果的、効率的な開催のため、Do★食輸出 Platform交流会と同時開催とした 

 

②出場者の募集 

選考会の出場者を 10事業者募集した。 

 

③開催関連業務及び当日の運営 

下記の通り実施・運営した。 

・会場の確保 

・イベントの告知、宣伝 

・モデル事業を審査するための審査要領の作成 

・出場者と発表に関する事前調整 等 

 

④輸出支援サービス等による支援のフォローアップ 

輸出支援サービスを付与した事業者に対して、その後の輸出の取組状況についてフォロー

アップを行った。 
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（３）有望な輸出プレイヤーによるネットワーキング（交流会）の開催 

輸出プレイヤー同士のビジネス連携や新たな輸出プロジェクトの創出を目的に、有望な輸

出プレイヤーやサポーター企業、輸出支援機関等が参加するネットワーキングを開催した。 

 

①開催方法等の企画 

ネットワーキング（交流会）は、下記の通り企画した。 

（第１回） 

〇日時：2024年 11月 14日（木）17:00～19:30 

〇会場：EZOHUB SAPPORO HIGUMA HALL 

※効果的、効率的な開催のため食輸出モデル事業選考会と同時開催とした。 

 

（第２回） 

〇日時：2025年２月 28日（金）13:00～18:30 

〇会場：EZOHUB SAPPORO HIGUMA HALL 

 

②開催関連業務及び当日の運営 

下記の通り実施・運営した。 

・会場の確保 

・イベントの告知、宣伝 

・イベント開催に係る会場、登壇者等との連絡調整 

・グループディスカッションのファシリテート 等 
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【ヒアリング項目】 

対応者 

面談日時 

企業・団体名 

住所 

業種 

主な生産・製造品目 

従業者数 

年商（百万円） 

面談者 所属 

役職 

氏名 

TEL 

email 

 

輸出開始時期ときっかけ 

輸出に関する基礎情報 主な輸出品目 

輸出対象国 

輸出取引先・輸出国での販売・流通状況 

輸出額 

輸出方法（輸出頻度、輸送ルート、温度帯 等） 

売上全体に占める輸出額の割合 

輸出の取組・輸出モデル 自社の輸出モデルの概要 

同業（競合）者との比較における輸出モデルの特徴・差別化のポイント 

輸出モデル構築の方法、プロセス 

輸出モデルの背景となっていた（いる）輸出面の課題 

現在取組んでいる輸出事業の課題 

今後の輸出事業の拡大や

成長見込み等 

今後の輸出拡大意向、取組み方法 

自社の輸出事業の効果をより高めるための取組課題 

行政、産業支援機関等への支援ニーズ 

その他 輸出コンテスト、ネットワーキングへの参加意向 

食品輸出に関するその他コメント 

※業種に応じて、ヒアリング項目は柔軟に対応した。 

 

1.2.2 ヒアリング調査結果 

・個社情報のため割愛。 
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は、輸送費や人件費を抑えることができ、安く製品を作れる利点があり、また現地の需

要に迅速に対応できるため、物流コストや納期の短縮が可能なことから、現地の顧客満

足度を向上させるなど多くのメリットが考えられる。 

・一方で、海外現地への営業店設置やパートナー企業の獲得、工場の立地には綿密な情報

収集と戦略構築が必要であり、企業が単独で実施するにはかなりの時間や労力を要する

のが実情であるが、上記のようなメリットも考えられることから、海外戦略を考える上

では重要な選択肢となり得ることが考えられる。 

・現地進出や、パートナーの確保等による海外における効果的な営業・販促活動の推進に

向け、以下のような取組が考えられる。 

 

①国別の現地事務所開設手順やポイント、現地企業とのパートナーシップ構築手法等をまと

めた冊子の作成や実施方法を学ぶ研修事業の開催等 

・海外への自社拠点の設置やパートナー企業との連携に関しては、対象国により法制度や

商慣行等が異なるため、国ごとに対応方法を検討する必要がある。 

・JETRO では海外進出のための情報提供等の支援を行っているが、国別の現地事務所開設

手順や現地企業とのパートナーシップ構築手法等の基本をまとめた冊子の作成や、現地

拠点の設置やパートナー企業との連携により効果的に輸出ビジネスを展開している企業

の事例集を作成することや、関連するセミナーや研修事業等を行うことなども現地進出

やパートナー企業の確保を検討する企業の円滑な事業展開につながるものと考えられる。 

 

②国別、機能別の連携可能パートナー事業者のデータベースの作成と斡旋支援 

・海外への拠点設置については社内の人員体制や資本力の面で、中小企業が実施するのは

ハードルが高いと考えられるが、海外現地でパートナー企業を確保した営業活動や情報

収集活動の展開については、企業の規模に関わらず比較的検討しやすい。 

・しかしながら、海外における企業情報は国内にいる限り入手しづらいのが現状であり、

海外において輸出支援サービスを展開している事業者を、主要輸出対象国ごとに機能や

役割からデータベース化するとともに、海外パートナーとのマッチング機会を作ること

も現地パートナー企業との連携を進める上で有効と考えられる。 

 

③多様な輸出ビジネスの形態を理解し新たな輸出モデルを構築 

・これまで北海道では、主に海外の小売店や飲食店向けに完成品を輸出するための商談支

援等が行われてきた。 

・海外に向け北海道の食品の輸出拡大を目指すため、完成品の成約を増やすための支援も

有効と考えられるが、海外へ北海道産の食品を輸出する手法は、完成品以外にも多様な

手法があることを理解することが重要である。 

・例えばタイなどでは様々な食品メーカーが存在しており、北海道産の材料を利用した商

品化や、北海道の食品メーカーとのアライアンスにより技術指導を受け、自国で OEM 生

産することに関心を有する企業が存在することが過年度の調査事業でも明らかになって

いる。 
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2.2 出場者の募集 

 

（１）出場者の募集 

北海道経済産業局 HP、アンケートで関心があると回答したもの、ヒアリング対象者等に参

加を呼び掛けた。 

 

（２）出場者一覧 

募集の結果、出場者は以下の 10社となった。 

●SS GLOBAL株式会社［札幌市］ 

●カドウフーズ株式会社［函館市］ 

●CORRADO株式会社［石狩市］ 

●株式会社ダイホク［札幌市］ 

●株式会社 New Pan Hokkaido［帯広市］ 

●北海道資源貿易株式会社［苫小牧市］ 

●北海道ワイン株式会社［小樽市］ 

●株式会社マージェリー［帯広市］ 

●株式会社マルナカ相互商事［湧別町］ 

●株式会社世壱屋［札幌市］ 

 

2.3 開催関連業務及び当日の運営 

 

2.3.1 ビジネスプランコンテスト 

各出場者からビジネスプランを発表し、審査員による審査を行った。 

 

（１）出場者及びビジネスプランの概要 

●SS GLOBAL 株式会社［札幌市］ 

シンガポールの著名インフルエンサーを招き、道内各地から生配信するライブコマー

スを通じて、道産食材・商品を輸出。今後、シンガポール現地の人気シェフによる調理

法の発信や、インバウンド来道客へのプロモーション等を組み込む新たなモデルを計画。 

 

●カドウフーズ株式会社［函館市］ 

北海道産の未利用・規格外野菜などサステナブルな素材を使用した菓子や惣菜を製造

しており、レトルト野菜は添加物を使用せずに常温で２年保管可能。今後、アジアを中

心に欧州も視野に輸出にチャレンジする。 

 

●CORRADO 株式会社［石狩市］ 

日本食専門貿易商社等での輸出ノウハウを元に、道産一次産品等をサウジアラビアな

どイスラム圏に輸出。今後、EC 販売を効果的に活用しつつ、イスラム圏への輸出拡大を

計画。 
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●株式会社ダイホク［札幌市］ 

日本や北海道の高品質な原料を用いた水産・農産加工品の自社商品及び OEM 商品の

輸出に加えて、地域商社として、道産の菓子、調味料等様々な商品を輸出。今後、幅広

い商品力と、テレビショッピングや E コマースなどの多様なチャネルを通じて台湾や北

米をターゲットに輸出を拡大する。 

 

●株式会社 New Pan Hokkaido［帯広市］ 

北海道産農畜産物（牛肉、米、野菜等）に生産情報や、商品トレース管理情報、消費者

への商品 PR 情報を付加することにより、商品価値を高め、米国やアジア各国をターゲ

ットに、デジタルを活用した海外消費者のニーズに合わせた農畜産物の輸出。 

 

●北海道資源貿易株式会社［苫小牧市］ 

ホタテやブリなどの北海道海産物について、これまで先行事例がほとんどないブラジ

ルをターゲットに、水産物の商流を構築し、新規販路開拓を計画。 

 

●北海道ワイン株式会社［小樽市］ 

北海道産ブドウ及び日本産ブドウ 100%の高品質な「日本ワイン」の輸出を促進するた

め、道産食材とワインとのペアリングを海外に PR するとともに、ワイナリーへのイン

バウンド誘致のプロモーションを通じて、輸出とインバウンド客増加の好循環を目指す。 

 

●株式会社マージェリー［帯広市］ 

北海道・十勝地域の生産者とのネットワークを活用し、青果物を中心に卸・販売を行

っており、新たに開発した常温輸送が可能なとうもろこし・かぼちゃ加工品のアジア各

国への輸出を計画。 

 

●株式会社マルナカ相互商事［湧別町］ 

北海道産のホタテをメインに水産物の加工・卸・小売を行っており、産業廃棄物とな

るホタテの貝殻をアップサイクルしたパッケージや箸、商品アイコンとしてのゆるキャ

ラのライブ配信による海外消費者へ訴求を通じて、ホタテ玉冷の輸出を促進。 

 

●株式会社世壱屋［札幌市］ 

独自製法により、添加物を使用せずに身崩れがしにくい「熟成うに」を製造しており、

最先端の冷凍技術により味や風味を損なわない新鮮な「冷凍うに」をアメリカ、カナダ、

台湾等各国へ輸出。 
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3.2.2 第２部（グループ交流会） 

参加者が関心のある輸出対象国を選定し、グループに分かれてディスカッションを実施、

質疑応答やアドバイザーからのコメントを実施した。 

また、参加者同士の輸出等にかかる情報交換と懇親を目的とした交流会を実施した。 
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Ⅲ 総括 

 

本事業では、北海道の食輸出拡大にインパクトをもたらす新たなプレイヤーや輸出モデル

の発掘・支援を目的として、事例調査、ビジネスプランコンテスト、交流会を実施した。 

事例調査では、20事業者へのヒアリングを通じて、新たなインパクト先を発掘し、11事例

を詳細に分析した。その結果、今後の支援の方向性として、①海外需要の獲得を柱とする戦

略的経営の推進、②マーケットに受け入れられる商品力の高い輸出用商品の開発・発掘、③

一次産業と加工業の垂直連携等による効果的な輸出商品生産体制の構築、④商社機能の強化

による効果的な物流・情報流体制の構築、⑤現地進出、パートナーの確保等による海外にお

ける効果的な営業・販促活動の推進、⑥北海道の資源を活かした食文化の提案による新たな

市場創造、等を整理した。 

ビジネスプランコンテスト「食輸出モデル事業選考会」では、今後輸出にチャレンジする、

あるいは輸出取組の強化が期待される 10者を発掘できた。選考会では、各社の独自性のある

取組や将来性のあるビジネスプランが提案された。この発掘手法は有効であったことから、

継続した取組が求められる。 

交流会「有望な輸出プレイヤーによるネットワーキング」では、輸出事業者と専門家との

グループワークを実施した。この取組は、参加者が関心のある輸出対象国ごとにグループに

分かれ、具体的な情報交換や課題解決に向けた議論ができる点で有効であった。また、海外

マーケット情報の共有や支援メニューの紹介など、実践的な内容が盛り込まれており、引き

続きこうした取組の継続が求められる。 

今後、本事業で発掘したインパクトのある輸出事業者やコンテストで選出された事業者へ

の施策を活用した支援により、北海道の輸出拡大への貢献が期待される。具体的には、直接

貿易のノウハウ共有、海外パートナーとのマッチング支援、新規食文化提案のための研究会

設置、海外でのポップアップ企画支援など、多角的なアプローチが考えられる。これらの取

組を通じて、北海道の食品輸出の更なる拡大と、地域経済の活性化につながることが期待さ

れる。 

 

 


